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南アルプス市 ⽔道ビジョン・経営戦略 2025 【概要版】 令和7年3月

１．はじめに

本市水道事業では、平成29年度に「南アルプス市水道事業経営戦略」を、令和3年度には「南アルプス市水
道ビジョン2022」を策定・公表しました。
総務省では、各公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中⻑期的な経営の基本計画

である経営戦略について、より質の⾼い経営戦略となるよう、令和７年度までの⾒直しを要請しており、本市水
道事業においても経営戦略⾒直しが求められています。

２．現状把握・分析

南アルプス市水道事業は、平成15年度の町村合併を受けて、旧町村の2水道事業、10簡易水道事業によ
りスタートし、平成19年4⽉に旧野呂川水道事業、旧若草水道事業、旧櫛形簡易水道事業及び旧甲⻄簡
易水道事業を引き継ぐ形で統合した、「南アルプス市水道事業」として計画給水人口81,000人、計画一日最
⼤給水量41,230m3/日で発足しました。
その後、少⼦⾼齢化による給水人口の減少や景気低迷による⼤口利⽤者の需要減少等社会情勢の変化に

より、給水人口・給水量ともに計画値より減少したことや、⽩根簡易水道事業、芦安簡易水道事業を上水道
事業に統合したことを反映し、現在は令和4年3⽉に事業計画変更の認可を取得し、計画給水人口69,900
人、計画一日最⼤給水量33,500m3/日として事業を推進しています。
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「南アルプス市水道ビジョン・経営戦略2025」は、「南アルプス市水道ビジョン2022」・「南アルプス市水道事業
経営戦略(平成29年度)」に基づき、厚⽣労働省が⽰す「新水道ビジョン」及び総務省が策定を求めている経営
戦略の策定⽅針や、本市の上位計画との整合を図り、⻑期的な視点を踏まえた水道事業の計画で、本市の水
道事業のマスタープランとして位置づけるものです。

1.1. 策定の背景と目的

1.2. 位置づけ

P.1~ P.4~

－⽔道ビジョン・経営戦略の位置づけ－

計画期間は、令和6年度から令和15年度までの10年間とし、目標年度を令和15年度と定めます。
計画期間内において、社会情勢、水需要の動向や財政状況等が⼤幅に変動した場合には、適宜この計画を

⾒直すこととします。

1.3. 計画期間

これまでは、水道ビジョ
ンと経営戦略を個別に
策定してきましたが、より
一体的な事業運営を
実現することを目的に、
今回、「南アルプス市水
道ビジョン・経営戦略
2025」として改定を⾏
うこととしました。

－⽔道ビジョン・経営戦略の概要－

認可年⽉ 令和4年3⽉ 年度末給⽔⼈⼝ 71,215人 管路延⻑

計画目標年度 令和13年度 年度末給⽔区域内⼈⼝ 71,511人 施設能⼒

計画給⽔⼈⼝ 69,900人 普及率 99.59% 施設利⽤率

計画⼀⼈⼀⽇最⼤給⽔量 479L/人/日 年度末給⽔⼾数 30,068⼾ 水源 37(7)

計画⼀⽇最⼤給⽔量 33,500m³/日 年間配⽔量 10,660千m³/年 浄水場 23(2)

給⽔区域面積 150.47km² 年間有収⽔量 8,381千m³/年 配水施設 46(4)

⽔源 表流水、伏流水、
地下水、湧水

716km

43,370m³/日
67.33%

認可値 実績値（令和５年度）

施設数

2.1. ⽔道事業の現況

－南アルプス市⽔道事業概要－

収益的収入
平成28年度の料⾦改定以降、使⽤水量も増加傾向にあ

ることから、収益的収入は増加傾向にあります。しかし、近年
では概ね横ばいで推移しており、将来的には人口減少に伴っ
て給水収益も減少していくことが想定されます。

2.2. 事業の現状評価

収益的支出
収益的支出は増加傾向にあります。これは、更新投資に伴

う減価償却費の増加によるものです。近年では資材費・動⼒
費の⾼騰も相まって、増加傾向が続いています。

●経営状況

資本的収入・支出、資⾦残⾼
資⾦残⾼は平成28年度の料⾦改定に伴い増加していま

す。今後も健全経営を維持していくためには、一定程度の資
⾦残⾼を確保しておく必要があります。

－収益的収入－

－収益的支出－

－資本的収支と資⾦残⾼－
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施設の利⽤状況
令和5年度における施設利⽤率（一日当たりの配水能⼒

に対する平均配水量）は約67%、最⼤稼働率（一日当
たりの配水能⼒に対する最⼤配水量）は約78%であり、概
ね良好な施設規模を維持していると考えられます。
将来的な水需要の減少を考慮すると、施設利⽤率や最⼤

稼働率は低下していくことが⾒込まれることから、施設の統廃
合やダウンサイジング等により、効率性を向上させていくことが
求められます。
有収率
有収率（年間の配水量に対する有収水量の割合）は、

平成26年度以降減少傾向にありましたが、継続的な漏水
対策に取り組んできたことから上昇傾向に転じました。しかし、
令和4年度以降は再び減少傾向に転じました。

●効率性

資産と⽼朽化
平成26年度の償却資産は約200億円でしたが、その後は

増加傾向にあり、令和5年度には約300億円と約1.5倍まで
増加しています。減価償却累計額は増加傾向にあり、これは
資産の⽼朽化が進⾏していることを⽰しています。
有形固定資産減価償却率（有形固定資産のうち償却対

象資産の累計減価償却額の割合）が⾼いほど⽼朽化資産
が多いことを表しますが、増加傾向にあり、資産の⽼朽化が
進んでいることが伺えます。

●⽼朽化

管路の⽼朽化と更新
管路経年化率（法定耐⽤年数を超過した管路延⻑の割

合）は、平成27年度以降は20%後半から少しずつ減少傾
向で推移しています。なお、平成26年度、平成27年度にか
けて⼤きく増加しているのは、布設年度不明管を経年化管
路と判断したためです。
管路更新率（管路延⻑に対する1年間に更新された導水

管、送水管及び配水管の割合）は、平成27年度以降増
加傾向を⽰しており、毎年1%程度の管路更新を⾏っていま
す。

●南アルプス市⽔道ビジョン2012からの事業進捗状況の評価

安心

安全な水道水の供給

～利用者が安心しておいしく
飲める水道水の供給～

安定

安定的な給水サービスの確保

～いつでもどこでも安定的に
生活用水を確保～

持続

持続可能な水道事業の運営

～いつまでも安心できる水を
安定して供給～

環境

環境保全への貢献

～南アルプス市の豊かな
自然への配慮～

 リサイクルの推進

 環境負荷の低減

 施設及び設備の機能維持

 業務の効率化

 健全な事業経営の継続

• 機械電気設備の計画的更新
• 老朽施設の更新
• 業務の効率化
• 施設の統廃合に関する検討
• 定期的分析による財政基盤の維持
• 事業統合に関する検討

• 耐塩素性病原生物対策の徹底
• 残留塩素濃度計の拡充
• 監視システムの統合
• 非常時給水体制の充実
• 広報誌及びHPによる情報公開

• 設備台帳の整備
• 配水ブロック化の推進
• 流量計の適正化
• 取水量の適正化
• 緊急遮断弁の拡充
• 非常用自家発電設備の拡充
• 水道施設の耐震診断の実施
• 耐震管への布設替え

• 浄水汚泥の有効利用の検討

• 管路の浅層埋設化

 維持管理性の向上

 流量管理機能の充実

 緊急時の機能強化

 耐震機能の強化

 浄水処理施設の整備
 水質管理及び監視の強化

 緊急時の給水体制の増強
 情報提供の充実あ

ー
お
い
し
い

南
ア
ル
プ
ス
市
の
水
道
水

基本方針 基本施策 具体的施策※

（☆）
（○）
（☆）
（☆）
（☆）

（☆）
（☆）
（○）
（☆）
（△）
（○）
（☆）
（☆）

（○）
（○）
（☆）
（☆）
（☆）
（☆）

（☆）

（☆）

※具体的施策の括弧書きは施策の進捗状況（☆：達成、○：未達成（一部実施）、△：未達成）

企業債残⾼
企業債の借入状況を⽰す指標である、企業債残⾼対給

水収益⽐率は減少傾向にありましたが、令和4、5年度は増
加に転じています。全国の同規模の事業体の平均値
307.3%と⽐較しても、企業債の借入額が多いです。

企業債の借り入れについては、将来世代との負担の公平
性を考慮し、適切な範囲での借り入れを⾏うことが重要となり
ます。

評価投資事業具体的方策

【安全】

☆残留塩素濃度計の設置Ⅰ―① 残留塩素濃度計の拡充

【強靭】

〇取水量適正化に向けた検討Ⅱ―① 取水量の適正化

☆自家発電設備の設置Ⅱ―③ 非常用自家発電設備の拡充

☆耐震化計画の策定と耐震化の実施Ⅱ―④ 水道施設の耐震診断の実施

〇管路更新計画の策定と継続的更新Ⅱ―⑤ 耐震管への布設替え

【持続】

〇取水・配水流量計の設置Ⅲ―② 流量計の拡充

☆更新計画の策定Ⅲ―③ 機械電気設備の計画的更新

☆更新計画の実施Ⅲ―④ 老朽施設の更新

〇施設統廃合計画の策定Ⅲ―⑥ 施設の統廃合に関する検討

●2.2.5. 南アルプス市⽔道事業経営戦略（平成29年度）の投資事業の評価
平成29年度に策定した「経営戦略」では、「水道ビジョン2012」の基本理念・基本⽅針を継承し、新たに「実

施計画」における投資事業を設定しています。今回の経営戦略の⾒直しに際して、これら投資事業の実施状況
を評価します。

評価凡例… ☆︓達成、〇︓未達成（一部実施）、△︓未達成

－経営戦略（平成29年度）における投資事業－

－経営戦略（平成29年度）における投資事業－

「南アルプス市水道ビジョン2012」では、「あーおいしい 南アルプス市の水道水」を基本理念に、より良い水道
サービスの提供を目的として、「安心」「安定」「持続」「環境」の基本⽅針に基づいた13の施策を⽰しました。
各施策における、これまでの本市水道事業での取組状況において整理・分析するとともに、課題を抽出します。
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－減価償却資産額と有形固定資産減価償却率－

－管路経年化率と管路更新率－
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３．将来の事業環境予測

本市水道事業の現状として、転出者数の増加、出
⽣数の減少、死亡数の増加などの要因が人口の減少
につながっており、給水人口も全国的な傾向と同様に
減少傾向が続くと予想されています。

将来の給水人口は、令和5年度の71,511人から、
50年後の令和55年度には45,544人まで減少する⾒
込みです。

４．経営の基本方針
本市水道事業では、「あーおいしい 南アルプス

市の水道水」を基本理念として、⻑期的な政策
課題である「安心」・「安定」・「持続」・「環境」の
視点に留意しつつ事業を推進してきました。「南
アルプス市水道ビジョン・経営戦略2025」におい
ても、この基本理念を継承し、安全で安心でき
る水道水の安定供給を図っていきます。

また、厚⽣労働省が策定した「新水道ビジョ
ン」に基づき、「安全」・「強靭」・「持続」の3つの
視点から、今後、本市水道事業が目指す⽅向
性を定め、安全で安心な水道水を安定的に供
給するという水道が果たすべき役割の重要性を
踏まえ、現状の課題を計画的に解決していくこと
によって、サービスの維持、向上に取り組みます。

3つの基本目標を達成するために、12の基本
⽅針を定め、その目標を実現するため、18の具
体的⽅策を設定しました。
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給水人口の減少に伴って一日平均給水量、一日最
⼤給水量ともに減少する⾒込みとなっています。一日平
均給水量は、令和5年度の29,125m3/日に対して、
50年後の令和55年度には18,472m3/日になると予
想されます。

3.2. ⽔需要の予測

平成28年度に料⾦改定を実施したことにより、給水
収益や供給単価は増加していました。しかし人口減少
や節水機器の普及に伴う有収水量の減少により、給
水収益は年々減少しています。
そのため、持続可能な経営を実現するためには、水需

要や社会情勢に合わせて水道料⾦を定期的に⾒直す
必要があります。

3.3. 料⾦収入の⾒通し

水道施設は⾼度経済成⻑期に整備されたものが多く、
⽼朽化が進⾏しています。地震等の災害時にも安定し
て水道水を供給するためには、アセットマネジメントに基
づいて、浄水場及び配水場施設の耐震化及び更新を
計画的に実施する必要があります。
構造物については、令和6年度時点では⽼朽化資産

はありませんが、今後何も更新を⾏わない場合には、⽼
朽化資産が増加することとなり、令和56年度には31%
の資産が⽼朽化資産となります。

3.4. 施設の⾒通し

いつでも
安心して

飲める水道

災害に強く
復旧も迅速な

水道

安定した
事業運営が
可能な水道

あーおいしい 南アルプス市の水道水

基本理念
P.33~ P.40~

構造物の健全度 設備の健全度
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一⽅、設備については、令和6年度時点で18%が⽼朽化資産であり、今後何も更新を⾏わない場合には、
令和36年度には全ての資産が⽼朽化資産となる⾒通しです。
管路も⽼朽化が進⾏しています。管路の⽼朽化は、漏水の原因となり、有収率の低下を引き起すとともに、道

路の陥没や冠水等を引き起こす恐れもあります。令和6年度時点の⽼朽化管路は1%ですが、今後何も更新し
なかった場合には、⽼朽化管路が増加することとなり、令和56年度には90%の管路が⽼朽化管路となります。

－料⾦収入の推移－

－構造物・設備・管路の健全度－

－給⽔量の推移－

－給⽔人口の推移－

－基本理念と目標－

－⽔道ビジョン・経営戦略2025の施策－
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５．財政の⾒通し

将来にわたって安定的に事業を継続して
いくためには、施設、管路の健全性を維持
することが必要ですが、施設、管路の健全
性を維持していくには、多額の費⽤が掛か
るため、限られた財源を有効に活⽤するこ
とが重要です。
「南アルプス市⽔道事業中⻑期計画」

において、重要度及び優先度を考慮した
更新計画を策定しており、「南アルプス市
⽔道事業実施計画」においては、更新の
前倒しや先送りについて、再度検討を加え
た更新計画を策定しています。投資計画
では、これらの検討内容に基づいて、施設
及び設備に関する投資の⾒通しを試算し
ます。
南アルプス市水道事業の年度別事業化

計画は右表のとおりです。
今後、施策の進捗状況を確認しながら、

事業環境に応じた最適な事業化計画を
策定していきます。

計画の策定や事業実施においては、最
新技術の導入やコスト縮減策を検討し、
効率的な事業運営を図っていきます。

4

5.1. 投資計画

5.2. 財政計画

単位︓百万円
基本施策

具体的方策 施策内容 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15
取⽔量の安定化

耐震機能の強化

施設及び設備の機能維持

健全な事業運営の継続

他事業関連事業

取水施設の改修 401.9安定した取水量の確保

耐震管への布設替え

⽼朽管路更新（基幹管路）

11.0
水道施設の耐震補強

または更新の実施 水道施設耐震化計画の策定

27.2 0.0 69.1 69.198.7 18.5 166.4 167.6 64.5

基幹管路・重要路線設計委託

18.5⽼朽管路更新（重要路線）

18.2 13.2 22.0

190.2 15.8

機械設備更新 12.8

0.0 39.3 34.4 42.0 53.9 47.0電気設備更新 0.0

5.3 129.4

計装設備更新 0.0

16.3 0.0 26.7 67.8 4.4 28.4

21.2 73.6

施設・設備更新設計委託 7.9

63.0 36.8 0.0 65.0 97.4 122.1

施設の統廃合に関する検討

藤田浄水場関連

21.9 22.27.6 6.1 17.5 15.6 19.8 21.7

取水可能性調査
（江原浄水場）

121.2 110.2 110.2

江原浄水場関連

18.7

水源調査
（⾼尾浄水場）

51.3 71.9 86.2 152.7 152.7 46.3

他事業関連整備事業 下水道関連

12.7

35.5 19.6 15.3 16.5 4.6

湯沢浄水場・中丸配水池関連

11.0

240.0 240.0 240.0240.0 240.0 240.0 240.0 240.0 240.0

施設統廃合関連設計委託

機械電気設備の
計画的な更新

・
⽼朽化施設、
⽼朽管の更新

⽼朽管更新（配水支管）

配水支管設計委託

0.0 369.0 205.1 235.3 256.4 468.9

水源調査
（中野上野浄水場）

11.0

37.3 36.6 39.8

457.4 373.1 366.0

36.9 20.5 23.5 25.6 46.9 45.7

種別 対象機器 法定耐⽤年数 施設更新基準
土木施設 土木施設 60 73
管路 40 40~100
建築施設 50 70
機械設備 ポンプ 15 25

水中ポンプ 15 19
薬注設備 15 20
消毒設備 10 22
沈殿・ろ過池機械設備 17 25
排水処理設備 17 24

電気設備 受電設備 20 27
直流電源装置 6 16
非常⽤電源装置 15 27

計装設備 流量計 10 20
水位・圧⼒計 10 20
水質計器 10 18
監視制御装置 10 18

● 中⻑期計画における更新需要の⾒通しについて

平均25億円/年

平均15億円/年

10億円/年

－更新需要① 法定耐⽤年数で更新－

－更新需要③ 費⽤の削減と平準化－

－更新需要② 目標使⽤年数で更新－

①法定耐⽤年数で更新する場合
水道事業の資産を更新するための費⽤は、年平均25
億円必要であると試算されました。
②目標使⽤年数で更新する場合
資産を延命化して使⽤し、更新需要を削減した場合で
も、年平均15億円必要である⾒込みです。
③費⽤の削減と平準化
しかし、現在の事業費は年10億円程度です。
将来的な事業費の引き上げを予定しつつ、当面は事業
費を抑えて、水道施設の更新・修繕にあたります。

－⼯種別の法定耐⽤年数と更新基準年数－

投資計画は③の更新需要に基づき設定しています。

－年度別事業化計画－
P.48~

① 収益的収支
収益的収支については、水需要の減少、物価の⾼騰の影

響を受け、損益が減少傾向となっています。今後も料⾦改定
を⾏わないと、令和9年には損益がマイナスになってしまうこと
が分かりました。損益⿊字を維持するためには、令和8年度に
12.8%、令和13年度に16.8%の料⾦改定を実施する必
要があることが分かりました。

この料⾦改定率は試算値であり、実際に料⾦改定を⾏う
際の改定率や料⾦体系については、令和7年度に検討を⾏
います。
② 料⾦回収率
給水原価は、1㎥の水道水を作るために必要な⾦額のこと

です。更新投資に伴う減価償却費の増加により、今後も増
加傾向が続くことが予想されます。

供給単価は、1㎥の水道水を売る際の平均⾦額で、収益
的収入を確保するための料⾦改定を⾏うことにより増加します。
料⾦回収率は、給水原価に対する供給単価の割合のこと

です。給水原価の増加に伴い年々減少しますが、料⾦改定
による供給単価の増加に伴い料⾦回収率は増加します。
③ 資本的収支と資⾦残⾼
施設統廃合事業の推進や、耐震化事業の推進により、令

和5、6年度の資本的支出は⾼い水準でしたが、令和7年度
以降は14億円程度の水準で推移する計画としています。

資本的収入については企業債の借入の影響が⼤きく、施
設の更新費⽤に追従して変化しています。令和5年度の収
入が約11億円であるのに対して、令和15年度は約5.1億円
となる⾒込みです。
なお、資本的収入については、補助要件を満たす補助⾦や

一般会計からの基準内繰入⾦を活⽤しています。また、企業
債の借入額を可能な限り抑制しているため、徐々に収入が
減少する計画となっています。
資⾦残⾼については、約12億円で横ばいとなっていることか

ら、最低限確保すべき⾦額を維持できており、資⾦が不足す
ることはありません。

①事業収益対資⾦残⾼⽐率が100%から⼤きく外れないこと。
②元利償還⾦額対事業収入⽐率が25%を⼤きく超過しないこと。
③収益的収支で赤字（⽋損⾦を⽣じること）を計上しないこと。
④起債⽐率を事業費全体の50%以内とすること。

財政目標

計画期間内（令和6年度から令和15年度）において、事業運営の健全性を維持できるよう、収益的収支に
おける⿊字の保持や資⾦残⾼の確保等の条件を満たせるか確認します。条件が達成できない場合は、健全な
事業運営を維持するために必要な料⾦改定率について算出します。
また、企業債については、将来世代に過度な負担を強いることがないよう配慮するため、一定限度内での起債

とします。

考え⽅

①施策体系⾒直しに基づく投資事業の実施
②個別の施設や設備の更新の必要性に関する再検討
③施設統廃合事業の推進

投資目標

本ビジョン・経営戦略で策定した施策体系の実現に向けて投資事業を実施します。
整備計画では、「中⻑期計画」における重要度及び優先度を考慮した更新計画をベースに、設備更新時期と

投資額の平準化に関する検討を加えています。
さらに、令和4年度に⾒直しを実施した「施設統廃合計画」の実施状況を踏まえた事業化計画の再設定を⾏

いました。

考え⽅

－財政計画の検討条件－

－投資計画の検討条件－

－収益的収支の⾒通し－

－供給単価と給⽔原価の⾒通し－

－資本的収支と資⾦残⾼の⾒通し－
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６．進捗管理と⾒直し

事業を推進していく過程において、事業環境の様々な変化に対応すべく、PDCAサイクル（Plan-Do-
Check-Action）を⽤いた進捗管理を実施します。
また、事業評価は毎年度実施し、事業の進捗状況を管理するとともに、実施効果の把握に努め、着実な事業

の進捗を図ります。
本ビジョン・経営戦略策定以降も、定期的に⾒直しを⾏います。事業進捗に遅れがみられるものや、事業の費

⽤対効果が低いと判断される施策については、課題を整理し、事業の必要性や実現⾒通し、優先度などの視
点から再評価を実施し、事業計画の⾒直しを検討します。

７．まとめ
本市水道事業は、人口減少や節水型社会の到来等による料⾦収入の低迷、更新すべき⽼朽化施設の増

⼤や施設の耐震化等、これまで以上に運営基盤を強化しなければ対処できない課題を抱えています。また、職
員の⾼齢化も進⾏しており、技術基盤の確保、継承についても深刻な状況に置かれていると⾔えます。

本ビジョン・経営戦略では、今後も継続してより良い水道サービスの提供を続けることを目的として、「あーおい
しい 南アルプス市の水道水」を基本理念に掲げ、「安全」「強靭」「持続」の観点から12の基本⽅針と18の具体
的⽅策を⽰しました。

今後も、基本理念に沿った事業化計画を推進することにより、将来にわたり、より安全で安心な水道水の安
定供給を図るとともに、健全経営を維持し、持続可能な水道事業を構築していきます。

－今後10年間の収支計画－

⑥ 経営指標
財政計画における事業収益対資⾦残⾼⽐率は、約80%

から120%の間で推移しており、目標である100%から⼤きく
外れることはありません。

元利償還⾦対事業収入⽐率は、検討期間初期において
25%を超過する時期があるものの、以降減少傾向に転じて
おり、目標値である25%から⼤きく超過することはありません。

このように、堅実なる進捗管理を逐次⾏うことで、
継続的に「実施計画」の改善を図り、基本理念に
即した事業経営を実現していきます。

－PDCAサイクルを⽤いた進捗管理－

「南アルプス市水道事業実施計画」の終了時点
（令和15年度）に総合評価を実施し、事業進
捗に伴う問題点、有効性などを明確化したうえで、
本ビジョン・経営戦略の⾒直しを⾏います。

6.1. PDCAサイクルによる進捗管理

6.2. 定期的な⾒直し

⑤ 企業債残⾼と償還⾦
企業債については、借入額を抑える計画としており、計画期

間内に徐々に減少していることが分かります。一⽅で企業債
償還⾦についても同様に減少していきます。

借入額と償還額の双⽅が減少していますが、償還額の減
少の⽅が多いため、企業債残⾼は令和5年度以降、増加傾
向をたどることが予測されます。

④ 事業費と起債⽐率
工事費、設計委託費と量水器費の合計である事業費につ

いては、前項で述べたとおり、令和5、6年度では⾼いものの、
以降は毎年10億円程度で推移します。

企業債の起債額は、「実施計画」において予定されている
事業の工種に基づき設定しているため、年度によって起債率
が上下しますが、概ね40〜50%の間で推移しています。

－事業費と起債率の⾒通し－

－企業債残⾼の⾒通し－

－経営指標の⾒通し－

●収益的収支 実績← 単位︓千円
2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

8,381 8,210 8,153 8,090 8,050 7,966 7,904 7,846 7,803 7,719 7,658
10,660 10,445 10,372 10,292 10,241 10,135 10,056 9,982 9,928 9,820 9,743

給水収益(料⾦収入） 1,202,519 1,167,246 1,159,662 1,230,061 1,302,490 1,288,899 1,278,867 1,269,483 1,368,568 1,458,737 1,447,209
加入⾦ 76,450 67,953 67,953 67,953 67,953 67,953 67,953 67,953 67,953 67,953 67,953
その他営業収益 38,379 34,319 34,319 34,319 34,319 34,319 34,319 34,319 34,319 34,319 34,319
受取利息 273 273 228 216 211 223 231 219 204 204 216
他会計補助⾦ 18,828 19,639 17,561 8,282 7,140 6,101 5,127 3,924 3,157 2,456 1,886
他会計負担⾦ 25,547 28,969 28,969 28,969 28,969 28,969 28,969 28,969 28,969 28,969 28,969
⻑期前受⾦戻入 114,874 122,223 124,474 127,895 130,565 134,352 137,164 139,700 141,973 128,400 128,458

52 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1,476,922 1,440,622 1,433,166 1,497,695 1,571,647 1,560,816 1,552,630 1,544,567 1,645,143 1,721,038 1,709,010

人件費 139,260 151,080 153,648 155,338 156,891 158,460 160,044 161,645 163,100 164,569 166,048
事務費 105,760 115,319 121,873 118,030 118,881 119,738 120,602 126,473 122,351 123,237 124,128
維持管理費（動⼒費） 65,254 65,521 66,040 66,251 66,450 66,288 66,298 66,336 66,505 66,308 66,315
維持管理費（薬品費） 12,017 12,098 12,194 12,233 12,269 12,240 12,241 12,248 12,280 12,243 12,244
維持管理費（その他） 229,892 245,512 236,597 241,132 237,468 237,857 241,745 238,347 247,800 250,664 254,729
引当⾦ 35,119 35,598 20,949 21,178 21,391 21,604 21,820 22,038 22,237 22,437 22,638
受託工事費 12,112 12,415 12,601 12,740 12,842 12,944 13,048 13,152 13,257 13,363 13,470
減価償却費 577,652 623,315 654,664 656,891 665,805 678,736 678,211 710,944 737,017 731,231 742,440
資産減耗費 900 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
雑支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 67,006 68,096 70,493 72,706 77,234 80,888 84,512 88,110 93,158 97,276 101,071
雑支出 59,333 44,489 44,489 44,489 44,489 44,489 44,489 44,489 44,489 44,489 44,489

871 965 965 965 965 965 965 965 965 965 965
1,305,176 1,374,408 1,394,513 1,401,953 1,414,685 1,434,209 1,443,975 1,484,747 1,523,159 1,526,782 1,548,537
171,746 66,214 38,653 95,742 156,962 126,607 108,655 59,820 121,984 194,256 160,473

140.6 151.0 154.2 155.9 157.9 161.6 163.7 169.8 175.3 179.4 183.7
142.8 142.8 142.8 161.8 161.8 161.8 161.8 161.8 189.0 189.0 189.0

●資本的収支 単位︓千円
2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15
473,000 458,500 402,838 498,133 437,787 427,504 406,160 463,324 404,310 369,336 363,662
295,972 96,000 96,000 96,000 96,000 96,000 96,000 96,000 96,000 96,000 96,000
124,465 71,980 90,783 0 0 0 0 0 0 0 0

国庫補助⾦ 160,116 24,200 52,991 10,780 55,466 55,865 21,516 9,075 0 23,027 23,027
他会計補助⾦ 71,691 70,439 70,037 65,235 60,989 58,576 47,582 42,073 39,080 31,566 28,052

784 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1,126,028 721,119 712,649 670,148 650,242 637,945 571,258 610,472 539,390 519,929 510,741

更新工事費 1,220,129 1,245,750 973,098 953,464 934,381 910,756 952,192 997,978 956,829 966,948 967,195
設計委託費 0 0 80,289 65,903 44,904 59,657 67,080 76,490 58,979 58,478 62,012
量水器費 6,545 20,297 11,662 12,502 9,280 8,101 9,310 7,421 13,225 12,685 13,497
固定資産購入費 1,718 27,774 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事務費 49,895 51,255 62,780 63,471 64,106 64,747 65,394 66,048 66,643 67,242 67,848

312,954 313,755 318,820 318,017 314,048 311,235 288,403 270,518 255,254 236,101 219,419
1,591,241 1,658,831 1,446,649 1,413,357 1,366,719 1,354,496 1,382,379 1,418,455 1,350,930 1,341,454 1,329,971
-465,213 -937,712 -734,000 -743,209 -716,477 -716,551 -811,121 -807,983 -811,540 -821,525 -819,230

●資⾦収支及び企業債残⾼ 単位︓千円
2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15
171,746 66,214 38,653 95,742 156,962 126,607 108,655 59,820 121,984 194,256 160,473
463,678 501,092 529,683 528,197 534,127 543,039 539,500 569,464 593,077 600,533 611,368

-465,213 -937,712 -734,000 -743,209 -716,477 -716,551 -811,121 -807,983 -811,540 -821,525 -819,230
112,754 116,404 98,132 95,115 91,179 90,265 94,817 99,663 94,858 95,683 96,100
282,965 -254,002 -67,532 -24,155 65,791 43,361 -68,149 -79,036 -1,620 68,947 48,711

1,528,472 1,274,470 1,206,938 1,182,782 1,248,573 1,291,933 1,223,785 1,144,748 1,143,128 1,212,075 1,260,785
5,254,061 5,398,806 5,482,824 5,662,940 5,786,679 5,902,948 6,020,705 6,213,511 6,362,567 6,495,802 6,640,045

計

企業債償還⾦

建 設
改 良 費

固定資産売却代⾦

企業債
工事負担⾦
出資⾦
補 助 ⾦

給水原価 （円/m3）
供給単価 （円/m3）

特別損失、予備費

営 業 外
費 ⽤

営 業 外
収 益収

入

支
出

損益

特別利益、雑収益

年間有収水量（千m3）
年間配水量（千m3）

営 業
収 益

営 業
費 ⽤

計

差し引き　（①+②+③＋④）
資⾦残⾼
企業債残⾼

収
入

支
出

資本的収支差引

当年度損益　①
損益勘定留保資⾦　②
資本的収支不足額　③
消費税資本的収支調整額　④

計

計


